
令和 5 年度「人権教育総合推進地域事業」事業実施報告書 

委託先（ 福島県 ） 

１．調査研究のテーマ、概要 

調査研究のテーマ 
自他の大切さを認め合い、学び合う子どもの育成 

～支え合い高め合う保育・教育活動を通して～ 

○調査研究のテーマを設定した目的 

東日本大震災及び原子力災害（以下、大震災と略す）から１０年が経過した現在でも本

県には、帰還困難区域が存在し、避難先での生活を続けなければならない人は 3 万人を

超えている。根強い風評の問題があり、人権に関わっても、大震災に起因したいじめ、正

しい知識に基づいた放射線の知識不足による偏見等の大震災による避難地域固有の課題

が今なおあるのが現状であり、心のケアが必要な子どもが一定数存在している。加えて、

避難、帰還に伴い被災地域を中心に地域コミュニティの構成が変化し、多様な価値観を

もつ住民が混在することに伴う課題もある。 

これらの課題に向き合い克服していくためには、園・学校、家庭、地域が、自らの地域で

取り組むべき人権課題を共有し、協働で多様性を認める風土をつくることに加え、学校

において計画的・組織的に子どもに自分や他者のよさに気付く感覚や自他の価値を尊重

しようとする意欲や態度、互いの違いを認め受容し、他者と協働しながら困難を乗り越

えていく資質・能力を育成することが大切であると考える。 

○調査研究の概要 

「福島ならでは」の人権課題の解決に向け、各校種における発達に応じた人権教育及

び校種間の連携による人権教育、さらに家庭・地域と連携した人権教育の在り方につい

て調査研究してきた。研究では、人権に関する知的理解を深め、人権感覚を身に付けるこ

とができるよう「知識的側面」「価値的・態度的側面」「技能的側面」から多面的にアプロ

ーチしてきた。また、地域人材が授業に参加したり、人権課題関連地域（施設）とをオン

ラインでつなぎ学ぶ機会を設けたりするなど学校、家庭、地域が連携し研究を推進する

ことで、多様な価値観に触れる機会を創出してきた。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

○概念図 

 
 

  



２．基本情報 

推進地域の概要 

○都道府県名及び市町村名 

福島県双葉郡川内村 

○推進地域名 

双葉郡川内村 

○推進地域市区町村教育委員会名 

川内村教育委員会 

○これまでの研究指定等の状況 

○令和４年度 

 人権教育総合推進地域事業 

 川内村教育委員会 

推進協力校の概要 

○学校名 

認定こども園かわうち保育園  
○学級数 

4 学級 

○児童生徒数（R.6.2.16） 

全児童数：34 人 

○学校名 

川内村立川内小中学園（前期課程） 

○学級数 

5 学級 

○児童生徒数（R.6.2.16） 

全児童数：42 人 

○学校名 

川内村立川内小中学園（後期課程） 

○学級数 

3 学級 

 



○児童生徒数（R.6.2.16） 

全児童数：22 人 

○指定理由 

川内村は、福島第一原子力発電所の事故により全村避難を強いられた村である。現在

は、避難指示が解除され、村の学校に全就学予定数の６３．７％にあたる１０４名が在籍

している。在籍の約半数が被災後に転入してきた子どもであり、多様な価値観をもつ個が

混在している。また、人間関係・経済・住宅（転居）等の二次的なストレスから、家族や

家庭が不安定となり、直接的あるいは間接的に、虐待やいじめといった様々な人権課題に

直面するケースが少なからず存在する。こうした状況から、川内村では、互いの多様性を

認める風土づくり、自尊意識や他者理解を深め、自他の良さに気付く感覚や、自他の価値

を尊重しようとする意欲や態度を育て、互いの違いを認め受容する力を伸ばすことがで

きる教育活動の充実が求められている。令和３年４月には、小中を統合し義務教育学校と

して再スタートした。新設の学校は、同じ敷地内に保育園を併設したコミュニティスクー

ルとして地域と協働・連携しながら教育活動を推進しており、学校、家庭、地域が地域の

人権課題を共有し、積極的・協働的な研究調査を進めることが期待できる。県教育委員会

としては、川内村の研究調査の成果について全県に普及・啓発することで、本県全域の人

権教育に係る課題解決につながると考えた。また、同じ課題を抱え今後復興に向けて学校

を中心としたコミュニティを築こうとする被災地の市町村のモデルとしたい。  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



○取り組んだ人権課題について 

該当するものに○印、最も主要な人権課題１つに◎印を付与 

 

①子供 ○ 

②女性  

③高齢者 ○ 

④障害者 ○ 

⑤同和問題  

⑥アイヌの人々  

⑦外国人  

➇-１HIV 感染者等  

➇-２ハンセン病患者等  

⑨刑を終えて出所した人  

⑩犯罪被害者等  

⑪インターネットによる人権侵害 ○ 

⑫北朝鮮当局による拉致問題等  

⑬性的指向、性自認 ○ 

⑭その他（ 災害時の人権 ） ◎ 

  
 

 

  



3．調査研究の内容等 

○調査研究の内容 

○ 目指す子ども像を「自他の良さを認め合い、思いやりをもって行動する子ども」

「支え合い高め合う保育・教育活動を通して」とし、他者との関わり合いや、互いの思

いを伝え合い、学び合う学習活動を軸とした授業実践と事後研究会での省察を積み重

ね、県内全域の各学校及び保護者・地域住民に公開・発信した。学校と家庭、地域が連

携し、一体となった人権教育の取組を行い、その体制を普及・啓発した。 

○ 取り組む人権課題に対応できるよう、教職員に授業研究や研修、講演を聴講する

機会を位置付け、教員の人権意識の涵養と授業力の向上を図った。 

○ 保護者や地域住民が人権課題を正しく理解し、子どもの人権感覚の育成に果たす

保護者・地域住民の役割の重要性を認識するよう、家庭・地域における人権教育の充実に

関する支援を進めた。 

○実施方法 

○ 年齢や性別等による固定観念を排除し、すべての子どもたちのよさを引き出すこと

ができるよう、他者を尊重し、互いの考えに共感できる授業実践を行った。 

○ 一人一人を大切にする学年・学級の雰囲気をつくり、「潜在的カリキュラム」に配慮

し、その中で様々な活動を通して級友と関わり合うよさを味わわせることによって、互

いを認め合い、共に成⾧することのできる児童生徒の育成を全ての教育活動に位置付け

て研究を推進した。 

○ 各教科、特別の教科道徳、総合的な学習の時間、外国語活動、特別活動等それぞれの

特質に応じて人権尊重の意識を高め、人権に関する理解を深めるとともに、人権感覚を

養った。 

○ 地域人材や保護者が授業へ参加・参画したり、重点化した人権課題に関してＩＣＴ

を活用して人権課題関連地域（施設）とオンラインでつないだりすることに配慮し、授業

づくりや研修を行った。 

○ 人権問題に関する講演会等の実施、人権教育便りや学校・広報誌を通して人権教育

の取組の公開・発信など、保護者・地域住民へ対しての人権教育の啓蒙を進めた。 

 

  



4．検証・評価・改善・普及 

○ 公開保育、公開授業時における園児、児童生徒の保育・学習状況の把握 

公開保育、公開授業時において、参観した教職員・保護者・人権教育総合推進会議委員・

地域住民に対してのアンケートを実施し、保育、授業を通して園児、児童生徒の人権意

識・人権感覚の状況を把握したことで、人権教育の視点で授業改善を図ることができた。 

○ 意識調査の実施における人権意識や人権感覚の変容の把握 

 児童生徒・教職員に実施した（６月、１月）質問紙による意識調査の結果から、「No.1 

自分のよさ」「No.2 友だちのよさ」「No.9 他者からの承認」の項目において、肯定的な

回答（はい、どちらかと言えば、はい）が増加し、児童生徒・教職員の意識の変容が見ら

れた。自他ともに大切にする点が伸びた理由として、学校全体で人権に関する標語づく

りを行ったり、児童生徒参加型のコーナーを作成したりし、子どもたちが自他を大切に

しようとする心を育むことに繋がった。また、年間の教育活動全体を通して、多様性を認

め合う学習活動を行った成果と考える。 

 

 

 
一方で「No.7 他者への手助け」「No.8 他者からの学び」の項目については、肯定的な回

答がやや減少した。継続して学校生活の中で、自分のよいところを実感できるような声

かけや支援が必要である。 

保護者に実施した（６月、１月）質問紙による意識調査の結果から、「No.1 自分のよさ」

「No.3 他者の考えの尊重」「No.5 他者からの受容」「No.8 他者からの学び」「No.9 他

【児童生徒】自分のことを大切にしていますか。 

【教職員】 子どもの気持ちを大切にしていますか。 

【児童生徒】 友だちのことを大切にしていますか。 

【教職員】  子ども同士の関わりを広げようとしています

か。 

【児童生徒】先生はがんばりを認めてくれていますか。 

【教職員】 子どものがんばりを積極的に認め、声かけをしてい

ますか。 



者からの承認」「No.10 夢や目標」の６項目において肯定的な回答が増加した。特に「No.1 

自分のよさ」については肯定的な回答（はい、どちらかと言えば、はい）が１００％を占

め、家庭において保護者が子どものよさを認め、丁寧に伝えていることが考えられる。 

 

 
保護者に実施した質問紙による意識調査の令和４年度と５年度の結果を比較すると、

「No.1 自分のよさ」「No.3 他者の考えの尊重」「No.5 他者からの受容」の項目において、

肯定的な回答が増加した。子どもの気持ちや考えを理解し、子どもの立場を尊重しよう

とする意識が向上したことがうかがえる。今後も「人権教育リーフレット」や「人権教育

だより」、「教育講演会」等を通して、保護者の人権意識を啓発する活動を意識的に継続し

ていきたい。 

 

 

【保護者】  お子さんのよいところが分かりますか。 

【保護者】 子どものがんばりを積極的に認め、声か

けをしていますか。 

【保護者】  お子さんのよいところが分かります

か。 

【保護者】  家庭では、お子さんの考えや立場を大

切にしていますか。 



 

多くの項目において、児童生徒に実施した質問紙調査との相関が見られるが、一部児童

生徒と保護者との間に意識のずれが見られた。その要因を分析し今後の実践につなげる。 

○ ハイパー－ＱＵによる要支援児童生徒の把握及び児童生徒への支援（年２回）では、

教師同士の情報交換を行い、個々の状況を把握して支援を行ってきた。ルールを守るこ

とや友だちと関わり合って活動することの意義や目的を子ども達と共有し、子ども達が

納得して生活できるようにしたことで、学校生活満足群の割合が増えた。 

○ 事業実施による成果と課題を実施報告書としてまとめて配布し、全県各学校への普

及・啓発を図った。推進地域においては、全家庭に対して人権教育推進リーフレットを配

布し、人権教育推進に関する意識を高めた。 

○ 委託期間終了後も、人権課題に関わる教育活動を整理し、各教科や学校行事等の計

画に位置付けながら、学校と家庭、地域が一体となった人権教育を推進する。 

 

  

【保護者】  お子さんの話をよく聞いて、その気

持ちを理解しようとしています

か。 



５．推進体制（都道府県・指定都市教育委員会を含む） 

 

  



○関連資料 











 


